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第三十八回 原子力市民委員会(CCNE)

「GX と復興のもとに消されゆく福島原発事故の被害

－エネルギー政策に反映すべき事故の教訓とは」

議事次第

日時：2024 年 10 月 7 日（月）14:00～17:30

場所：コラッセふくしま 研修室

・挨拶・趣旨説明 ／大島堅一（龍谷大学政策学部教授、CCNE 座長）

１．福島原発事故の教訓はいかされているのか

「改めて問う 福島原発事故の教訓」

／後藤 忍（福島大学教授、CCNE 委員・福島原発事故部会長）

「終わらない事故と 新たに起き続ける被害」

／武藤類子（福島原発告訴団 団長、CCNE 委員）

「復興政策の現実――広域避難者の視点から――」

／市村高志（Tomioka.Connection.Fellowship 共同代表、CCNE

福島原発事故部会）

「福島原発事故の教訓はいかされているのか」

／後藤政志（元東芝 原発設計技術者、CCNE 委員・原子力技術・規制部会長）

２．会場からのコメント・問題提起

３．今後のエネルギー政策に関する動きと委員会の活動

「GX、エネルギー基本計画見直しと市民の動き」

／吉田明子（国際環境 NGO FoE Japan 理事、

CCNE 委員・政策調査部会共同部会長）

以 上
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第 38 回 原子力市民委員会（CCNE）資料 

2024 年 10 月 7 日 

 

GX と復興のもとに消されゆく福島原発事故の被害 

――エネルギー政策に反映すべき事故の教訓とは―― 

 

「福島原発事故の教訓はいかされているのか」 

復興政策の現実――広域避難者の視点から―― 

原子力市民委員会第一部会 

TCF（Tomioka.Connection.Fellowship）共同代表 

法政大学公共政策専攻博士課程後期 

市村 高志 

【レジュメ】 

■全町避難というということ 

 福島第一原子力発電所の立地地域は「危機的状況」（福島第二原発も）となり、各立 

地地域の自治体では全町避難指示が発出され、その住民は“着の身着のまま”の広域避難 

をする。その後、福島第一原発では水素爆発が発生し、立地地域は放射能汚染地域とな 

り、広域避難者たちは生活の場を奪われたのである。 

 

■警戒区域と避難指示 

・2011 年 4 月 22 日には「警戒区域」（計画的避難区域及び緊急時避難準備区域※2011 

 9 月 30 日に解除）が設定された。 

・住民たちの一時的な帰宅（公式な）は、同年の 5 月から順次始まる。人数制限や被ばく 

 防止措置を行って数か月間かけて行われた。 

・同年の 12 月 19 日には「冷温停止状態」となったと政府が正式発表し、住民説明会など 

 を経て警戒区域解除に進む。 

・ 「警戒区域解除」（計画的避難区域及び緊急時避難準備区域※2011 年 9 月 30 日に解除） 

 が 2012 年３月から順次始まる。 

・放射能汚染地域が多く残っていることもあり、新たな基準値を設けて、避難する指標を 

 三区分に再編した。 

 

■避難指示解除が及ぼすのもとは何だったのか 

・避難指示がすげ代わり、解除に向けた公共事業すなわち除染とインフラ整備が始まる。 

・この間にも住民説明会などが行われたが、「ご理解ください」と締めくくり、住民の不安 

 などに耳を傾けることはしていない。 

・最低限の体裁を整えて、新基準値を基に低減がされたとして、順次避難指示解除となっ 

 ている。（現在も解除できない地域がある） 
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■発災から 13 年以上が経過しているが原発被災地域の姿は本当に「復興」といえるのか 

・発災から 13 年以上が経過し、一部の地域を残して避難指示解除はなされた。富岡町で  

は発災前の人口が約 16,000 人であった。2024 年 4 月 1 日現在では、住民登録上 11,408 

 人、実際の居住者は 2,349 人である。そのうち帰還した避難者は半数にも満たない。 

・避難指示解除となったことで、満足な除染もされず、福島第一原発では廃炉作業が続 

 く。燃料を安定させるために大量の水が常に使用され、それを収容するところがないと 

 言って海に流す。汚染物が大量に発生するために、「汚染が少ない」として、再利用する 

 ことが当然のごとく進められる。溶け落ちた燃料３g の取り出しを開始するために 13 年 

 余りをかけたが、失敗する。廃炉工程を誰が計画し、決定したのか住民たちはわからな 

 い。 

・ 「復興」の名のもとに、イノベーションコースト構想を掲げ、メガソーラー施設など様々 

 な“箱モノ”を設置し、紋切り型で示しても、多くの地域住民には届かない。すなわち、 

 その姿が「復興」と思える人々がどのくらいいるのだろうか。 

 

おわりに 

 原発事故処理は現在も進められている。そして原発事故の立地地域では、人口規模が戻

らず、今までの生活は回復することができていない。このような状態の中にいる人々が、

その不安を口にすると、「風評加害」という意味不明な言葉で攻撃される。メディアから

は「復興している」と示され、多くの人々は「重要な部分」に関心を向けることができな

い。原発がもたらすものは何だったのだろう。経済や雇用だけでは済まされないというこ

とが示されてもなお、原発を欲するということをしっかりと考えてみなければならないの

である。 

 

以上 

12



CCNE
GX

2
13



3

4

SR

14



5

6
15



7

816



9

1017



1111

ESPEC No.27 12
18



13

ECCS

ECCS

SL1

JCO

30

19



15

20



21





23



• 8 30
344

1

•

24




